
令和４年度公正取引委員会調達改善計画の年度末自己評価結果（概要） 

令和５年６月 28 日 

公 正 取 引 委 員 会 

１ 重点的な取組【情報システム関連調達の改善】 

令和３年度末でリース期限を迎えるサーバ機器等の役務提供契約７件のう

ち比較的初期費用が少額と想定された２件については、既存の契約事業者及

びそれ以外の事業者から見積りを徴収したところ、既存の契約事業者は初期

費用が不要である一方、その他の事業者は一定の初期費用が必要となるた

め、競争に付すよりも既存の事業者と契約する方が著しく有利な価格で契約

できることが確認できたことから、既存の契約事業者と再契約した。 

このことを踏まえ、引き続き、当委員会内の情報システムにて利用してい

るサーバ機器等の見直し及び機能の統廃合の検討を進めるとともに、継続利

用する場合には、既存契約事業者以外の事業者の競争参加可否を確認するな

ど、競争性の確保に努め、更なる改善策の検討を進める。 

２ 共通的な取組 

(1) 調達改善に向けた審査・管理の充実 

入札説明書等を入手したものの応札しなかった業者に対するヒアリング

結果等を踏まえ、案件ごとに、履行期間が十分に確保できているかなどに

ついて検討し、前年度と比較可能な１０件のうち６件（６０．０％）で履

行期間を長くしたところ、当該６件中４件（６６．７％）で新規事業者が

応札した。 

(2) 調達事務のデジタル化の推進 

令和４年度に契約した入札５５件について、全ての入札でＧＥＰＳを利

用して公告し、５３件（９６．４％）で電子入札を実施した。 

以上 



重点的な取組、共通的な取組

（原則、定量的に記載）
目標達成
予定時期

定量的 定性的

○ 情報システム調達の改善

情報システム関連調達については、
次の取組を順次行う。

①情報システムの保守、改修、更新
等において、既存ベンダーと再契約
することとなる場合は理由を確認し
て、デジタル統括アドバイザーの意見
を踏まえ参入しやすい環境を整備す
る。

②一者応札及び競争性のない随意
契約が継続した場合は、下記「調達
改善に向けた審査・管理の充実」によ
る。

デジタル化の推進に当たり、競争
性の更なる向上及び透明性・公
正性の確保を図る必要があると
考えるため

A R４
契約方式や調達価格の適正
性の確保

Ｒ５ Ａ Ｒ４

・令和３年度末でリース期限を迎える
サーバ機器等の賃貸借契約やインター
ネット接続等の役務提供契約７件につ
いて、デジタル統括アドバイザーの意
見も踏まえ、継続利用の適否等を検討
した。

Ａ -

・デジタル統括アドバイザーの意見を踏
まえて、継続利用を行うこととした７件の
うち、比較的初期費用が少額であると想
定された「ネットワーク用ファイルサー
バー機器」及び「迷惑メール対策サービ
ス」については、既存の契約事業者及
びそれ以外の事業者から見積りを徴収
したところ、既存の契約事業者は初期
費用が不要である一方、その他の事業
者は一定の初期費用が必要となるた
め、競争に付すよりも既存の事業者と契
約する方が著しく有利な価格で契約で
きることが確認できたことから、既存の
契約事業者と再契約した。

年間

当委員会内の情報システムにて利
用しているサーバ機器やサービス
については、想定よりも初期費用
が高額になるケースや新規の供給
業者が現れないケースがあること
が分かった。

令和７年度以降に予定している庁
舎移転を見据えて、当委員会内の
情報システムにて利用している
サーバ機器等の見直し及び機能の
統廃合の検討を進める。また、情
報システムの保守、改修、更新等
については、引き続き、調達方法の
改善策を検討する。

【調達に向けた取組】
・履行期間を十分に確保する。
・仕様書が過度の条件や性能を求め
るものになっていないか検証する。
・仕様書等の記載事項の明確化等の
事業内容の理解促進に取り組む。
・事業内容により入札参加資格制限
を緩和する。

R４ Ｒ４

・案件ごとに、履行期間が十分に確保
できているか、仕様書で示す条件や性
能が過度なものになっていないか、入
札参加資格制限を緩和することができ
るかについて検討し、履行期間を長くす
るなどの対応を行った。
　なお、年間契約など、履行期間を変
更できない案件については、事業者の
準備期間を十分に確保するため、公告
時期を早めるなどの対応を行った。

・仕様書の記載だけでは事業内容が分
かりにくいと考えられた一部の入札案
件については、入札参加希望者に対し
て、口頭で仕様書の説明を行った。

A

・前年度と比べて、仕様書で示す条件や
性能、入札参加資格制限を緩和できる
案件はなかったものの、履行期間につ
いては、前年度と比較可能な１０件のう
ち６件（６０．０％）で履行期間を長くした
ところ、当該６件中４件（６６．７％）で新
規事業者が応札した。
　なお、履行期間を変更できない案件に
ついては、前年度と比較可能な１３件の
うち６件（４６．２％）で公告時期を早める
などの対応を行ったところ、当該６件中
３件（５０．０％）で新規事業者が応札し
た。

・令和４年度に契約した入札５５件のう
ち、７件については仕様書の記載だけで
は事業内容が分かりにくいと考えられた
ことから、入札参加希望者に対して、口
頭で仕様書の説明を行った（１２．
７％）。このうち前年度と比較可能な３件
について、いずれも新規事業者の応札
があり（１００％）、うち２件で新規事業者
が落札した（６６．７％）。

- 年間

【一者応札案件の改善に向けた取
組】
・一者応札となった案件において、入
札説明書を取り寄せたが応札しな
かった者からのヒアリングを実施し、
一者応札となった原因の分析を行
い、その結果を以降の入札に活用す
る。
・一者応札が改善された案件につい
ては、新規に参加した業者から、入札
参加理由等についてヒアリングを実
施し、その結果を以降の入札に活用
する。
・前回の入札において一者応札と
なった案件については、チェックリスト
を活用して調達内容・資格要件等の
事前審査を行う。

Ｈ２５
Ｈ２９

Ｈ２５
Ｈ２９

・一者応札となった案件において入札
説明書等を入手したものの応札しな
かった業者のうち協力を得られた業者
からヒアリングを実施した。その結果を
踏まえ、履行期間を長くするなどの対
応を行った。
　なお、令和４年度は、前回一者応札と
なった案件と同種の発注がなかったこ
とから、新規に参加した業者から、入札
参加理由等についてヒアリングを実施
する機会がなく、また、チェックリストを
活用して事前審査を行う機会もなかっ
た。

B

・令和４年度に契約した入札５５件のう
ち、一者応札となったものは６件（１０．
９％）であり、残る４９件（８９．１％）は複
数応札であった。
　なお、ヒアリングによって把握した一者
応札となった事情としては、「実績やス
キルを考慮して辞退した。」、「発注量や
スケジュールの観点から辞退した。」、
「コロナ禍で原材料の調達ができず、納
期に間に合わないことが判明した。」、
「電子入札の経験がなく誤って操作し
た。」などがあった。

- 年間

【継続一者応札の改善に向けた契約
監視委員会の取組】
・継続して一者応札となった個別案件
（継続一者応札案件）は、契約監視委
員会に諮り、実施した取組について
審議して、案件の内容に沿ったより実
効性の高いものに改善する。
・契約監視委員会で審議された継続
一者応札案件が、次回の入札におい
ても一者応札となった場合には、再
度、契約監視委員会において審査を
行い、更なる改善策について検討す
る。
・契約監視委員会で示された改善策
を実施したことにより、一者応札が改
善された場合には、そのケースを調
達事務担当者研修等において紹介す
るなどしてノウハウの共有を図るとと
もに、改善策の実施による成長等に
ついて契約監視委員会に報告する。

Ｒ４
Ｈ３０
Ｒ１

Ｒ４
Ｈ３０
Ｒ１

・令和４年度は、２年連続で契約監視委
員会で審議されていた継続一者応札案
件（クリッピング業務）の調達を中止す
るとともに、前回一者応札となった案件
と同種の発注がなかったことから、継続
一者応札案件がなく、契約監視委員会
に諮る案件がなかった。
　なお、契約監視委員会に対しては、
当該調達を中止することを決めた段階
で、その旨を報告した。

・調達事務担当者研修を実施し、地方
事務所・支所を含めた調達事務担当者
に事例紹介を行った。また、部局の筆
頭課等に研修資料を提供して、調達改
善に関するノウハウの共有を図った。

Ａ - - 年間

取組の効果(どのようなことをして、どうなったか）
実施
時期

調達改善計画 令和４年度年度末自己評価結果（対象期間：令和４年４月１日～令和５年３月31日）

重点的
な取組

共通的
な取組

取組の項目 具体的な取組内容
重点的な取組の
選定理由

難易度
取組の
開始年度

取組の目標

Ａ Ｒ４

実施において
明らかとなった
課題等

今後の計画に反映する
際のポイント

○
調達改善に向けた審査・管理の充実

【一者応札の改善】
A

対策と効果を分析し、実行す
ることで、入札における一者
応札を０件にする。

継続

難易度
取組の
開始年度

実施した取組内容 進捗度

○ 調達事務のデジタル化の推進

・入札実施、契約書作成等にGEPSを
活用する。
・一定の金額を超える案件について、
電子調達システムを活用したものと
する。
・請書等の電子メールによる徴取、見
積書及び請求書等への押印を電子
化により省略する。
・入札説明会等のオンライン開催を実
施する。
・契約監視委員会等のオンライン開
催を実施する。

・入札案件及びオープンカウンター案
件は、原則、ＧＥＰＳ（電子調達システ
ム）を活用した。
　なお、電子応札者に対して、電子契
約を積極的に働きかけた。

・請書については、電子データでの提
出を認めることとした。また、オープンカ
ウンター案件については、原則、見積
書の提出は電子メールとし、見積書へ
の押印も不要とした。

・契約監視委員会については、オンライ
ン開催を実施した。
　なお、令和４年度は、入札説明会を開
催するような案件はなかった。

Ａ

Ａ

一者応札となった事情は案件に
よって異なるため、一律に同様の
対応を行うことでの解決が難しいこ
とが分かった。

他省庁における改善事例や行政改
革推進本部事務局の取組、契約監
視委員会での指摘を踏まえつつ、
引き続き、取組を実施する。

・令和４年度に契約した入札５５件のう
ち、全ての入札でＧＥＰＳを利用して公
告した。

・電子入札は令和３年度の５５件（９８．
２％）から５３件（９６．４％）にと比率は低
下した。
　令和４年度に電子入札を実施できな
かったもの（２件）は、いずれも地方事務
所で実施した入札であった。
  なお、電子契約は令和３年度の７件（１
２。５％）から１７件（３０．９％）に増加し
た。

・請書については、契約業者が電子メー
ルによる提出を希望した場合、全て、電
子データで受領した。また、オープンカ
ウンター案件については、事業者が電
子メールによる提出を希望した場合、見
積書は、全て、押印を不要とした電子
データで受領した。

- 年間
地方事務所で実施する入札も電子
化を推進するか検討する余地があ
る。

これからもＧＥＰＳを積極的に活用
する。

調達手続における書面、押
印、対面の電子化を推進す
る。

Ｒ５.３ Ａ Ｒ４

様式１



定量的 定性的

継続 - - -

継続 - - -

継続 - - -

継続 - - -

継続 - - -

継続 - - -

新規 ○ -

クレジットカードの活用方法を検
討した結果、前渡資金担当官払と
している４地方事務所等（北海道
事務所、中部事務所、近畿中国
四国事務所及び中国支所）の水
道料金のうち、合同庁舎の管理
官庁でなく公正取引員会が直接
契約していた近畿中国四国事務
所の水道料金をクレジット決済に
変更し、支払手続の効率化が図
られた。

その他の取組
調達改善計画 令和４年度年度末自己評価結果（対象期間：令和４年４月１日～令和５年３月31日）

具体的な取組内容
新規
継続
区分

特に効果があった
と判断した取組

取組の効果
(どのようなことをして、どうなったか）

７　クレジットカード（法人カード）の活用の検討・対
応
・　公共料金の支払にクレジットカード決済を活用す
る。
・　職員の立替払にクレジットカードを活用する。
・　地方のタクシー券を廃止し、クレジットカードを活
用する。
・　電子図書等の購入にカード決済を導入する。
・　コーポレートカードによる海外出張経費を導入す
る。

１　オープンカウンター方式の実施
・　費用対効果を考慮した上で、物品購入、印刷製
本及び役務提供について、オープンカウンター方式
による調達を積極的に実施する。
・　オープンカウンター方式による調達情報を政府
電子調達（GEPS）等の活用を通じて広く周知すると
ともに調達結果を速やかに公表する。
・　オープンカウンター実施における問題点の分析・
その結果を踏まえた改善に努める。

２　随意契約の事前審査の実施等
・　競争性のない随意契約のうち一定金額以上のも
のについては、随意契約審査委員会において、契
約の適否等について事前の審査を実施する。
・　随意契約審査委員会の対象事案以外について
は、調達決裁等の段階で、競争性のない随意契約
によらざるを得ない理由を明示し、会計室におい
て、その理由についての事前審査を実施する。

３　契約の事後検証の実施
・　少なくとも半期に１回、契約監視委員会におい
て、調達の手続、契約の内容等について外部有識
者による検証を実施する。
・　契約監視委員会における指摘事項に基づき調
達を改善する。

４　汎用的な物品・役務における共同調達等
・　費用削減効果が見込まれる品目について、法務
省等との共同調達を実施する。
・　他省庁の地方支部分部局から、新たな品目等に
ついて共同調達の提案を受けた場合は、費用対効
果を考慮した上で、共同調達の実施を検討する。

５　国庫債務負担行為の活用
・　情報システム関係の調達を主として、全体費用
の低下を図るため、国庫債務負担行為による複数
年度契約を実施する。
　　なお、一定期間経過後は、技術革新等を踏ま
え、仕様書の見直しなどを実施して、契約方法を検
討する。

６　調達事務担当者に対する研修の実施
・　調達事務担当者の適正調達の意識向上を図る
ための研修を実施する。
・　職員の調達改善の意識向上のため、調達改善
の基本的な考え方をイントラネットに掲示する。

様式２



外部有識者の氏名・役職【　池谷　修一（公認会計士）】　　意見聴取日【　令和５年６月２０日　】
意見聴取事項 意見等 意見等への対応

○情報システム調達の改善
　情報システム調達の改善について、課題が的確に抽出され
ているか。

○調達改善に向けた審査・管理の充実【一者応札の改善】
　前年度よりも履行期間を十分に確保するなどの取組につい
ては、競争性の向上につながっているか。

○調達事務のデジタル化の推進
　調達事務のデジタル化の推進について、どのような検討をす
べきか。

○令和４年度の取組で得た新たな課題として、公正取引委
員会の情報システムで利用しているサーバー機器やサービ
スの初期費用の低額化や、新規の供給業者が現れやすい
対応が可能か等があることから、更なる取組の深堀が期待
されます。その際、デジタルアドバイザー、他省庁における
改善事例や行政改革推進本部事務局の取組とも連携が望
まれます。

○令和４年度の具体的取組の努力を評価します。定量的に
も定性的にも競争性の向上に貢献したと認めます。これま
での地道な改善活動の賜物と理解しております。

○当委員会の取組を評価します。一定の成果は出ていると
認められます。デジタル化推進には啓蒙が不可欠です。地
道な努力が実を結びます。引き続き啓蒙の取組を期待しま
す。

○今回明らかとなった課題等を踏まえ、当委員会内の情報
システムに関する調整、予算、調達等を統括する全体管理
組織であり、デジタル統括アドバイザーらが構成員となって
いるＰＭＯ（以下「ＰＭＯ」という。）が、予算要求から調達ま
で一連の流れの中で積極的に関与することによって、情報
システム調達の改善に努めていく。

○今後も調達改善に向けた審査・管理の充実に向けた取組
を実施し、競争性の確保に努める。

○引き続き、落札業者に電子契約を推奨するなどの周知活
動を行い、調達事務のデジタル化を推進する。

外部有識者からの意見聴取の実施状況

（対象期間：令和４年４月１日～令和５年３月３１日）

様式３



外部有識者の氏名・役職【　中村　豪（東京経済大学　経済学部、教授）　】　　意見聴取日【　令和５年６月１９日　】
意見聴取事項 意見等 意見等への対応

○情報システム調達の改善
　情報システム調達の改善について、課題が的確に抽出され
ているか。

○調達改善に向けた審査・管理の充実【一者応札の改善】
　前年度よりも履行期間を十分に確保するなどの取組につい
ては、競争性の向上につながっているか。

○調達事務のデジタル化の推進
　調達事務のデジタル化の推進について、どのような検討をす
べきか。

○ 情報システム調達は、いずれの省庁等でも競争性の確
保に腐心しているところ、これまでの経験を踏まえて発注案
件の設定や既存契約事業者以外の競争参加を促すあり方
を課題としていることは評価できる。別項にある一者応札の
改善で認識されているような履行期間の設定も含め、引き
続き有効な取り組みを探っていただきたい。

○ 履行期間の設定においては一定の成果が見られてい
る。引き続き多くの取り組みで、多くの事業者が応札できる
よう発注の在り方をご検討いただきたい。

○ 電子入札の割合が非常に高く、デジタル化の推進に十
分取り組んでいることが伺える。地方事務所での入札電子
化に向けて、委員会としてのサポートをご検討いただきた
い。

○今回明らかとなった課題等を踏まえ、ＰＭＯが、予算要求
から調達まで一連の流れの中で積極的に関与することに
よって、情報システム調達の改善に努めていく。

○調達の競争性の向上につながるよう、今後とも、案件ごと
に検討し、履行期間を十分に確保するなどの取組を実施す
る。

○引き続き、ＧＥＰＳを積極的に活用するとともに、地方事務
所で実施する入札についても、電子入札を実施するか検討
する。

外部有識者からの意見聴取の実施状況
（対象期間：令和４年４月１日～令和５年３月３１日）



外部有識者の氏名・役職【　南島　和久(龍谷大学教授)　】　　意見聴取日【　令和５年６月２３日　】
意見聴取事項 意見等 意見等への対応

○情報システム調達の改善
　情報システム調達の改善について、課題が的確に抽出され
ているか。

○調達改善に向けた審査・管理の充実【一者応札の改善】
　前年度よりも履行期間を十分に確保するなどの取組につい
ては、競争性の向上につながっているか。

○調達事務のデジタル化の推進
　調達事務のデジタル化の推進について、どのような検討をす
べきか。

○「想定よりも初期費用が高額になるケース」や「新規の供
給業者が現れないケース」があることが分かったとのことで
すが、取り組むべき課題はいったい何でしょうか。

○入札しなかった事情は多岐にわたるため、履行期間の確
保といった一律の対応では競争性を高めることには必ずし
も貢献しないとのことでした。なお、入札しなかった事情を把
握することは、競争性を高めていく上で参考に資すると思わ
れます。

○地方事務所での入札の電子化についても検討の余地が
あるとのことですので、このことに関する推進を追求してい
ただくことを期待します。

○情報システム調達については、契約更新時期等に想定よ
りも初期費用が高額になるケースや新規の供給業者が現
れないケースがあることから、調達を実施する段階だけでな
く、予算を要求する段階から各案件の必要性や競争性の確
保等を含めて検討していくことが重要であると考えている。
このため、今後、ＰＭＯが、予算要求から調達までの一連の
流れの中で積極的に関与することによって、情報システム
調達の改善に努めていく。

○一者応札となった事情は案件によって異なることから、引
き続き、入札説明書を取り寄せたが応札しなかった者からヒ
アリングを実施するとともに、一者応札が改善された案件が
発生した場合には、新規に参加した業者から入札参加理由
等を聴取することによって、一者応札となった原因や解消さ
れた理由を分析し、以降の入札に活用する。

○引き続き、GEPSを積極的に活用するとともに、地方事務
所で実施する入札についても、電子入札を実施するか検討
する。

（対象期間：令和４年４月１日～令和５年３月３１日）
外部有識者からの意見聴取の実施状況


